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現代社会の情報通信環境はめまぐるしい展開

を遂げている｡ ここ数年間に焦点を合わせてマ

クロとミクロの両面で情報化の進展を見てみよ

う１｡ まずシステム全体に関する動きとしては

情報サービスのクラウド化が進んでいる｡ 法人

分野では業務のアウトソーシングの文脈でアプ

リケーションだけでなく業務上の処理自体をク

ラウドサービスに委託することが進んでいる｡

総務省も電子自治体の促進のため, 行政分野に

おけるクラウドコンピューティングの推進を図っ

ている２｡ パーソナルなレベルでは機器とサー

ビスのモバイル化が一段と進んだ｡ 室内の設置

を前提とするＰＣとＦＴＴＰの利用が空間上固

定的であるのに対して, 携帯電話回線や無線通

信網を利用したスマートフォン, タブレット端

末の普及は空間的制約の少ない情報通信サービ

スの利用を実現している３｡ こうしたパーソナ

ルな機器とサービスのモバイル化はオンライン

ストレージサービスなど, 個人の日常生活にお

いても前述のクラウドサービスの利用を促進す

ることになる｡ こうした端末の屋外での接続は

情報通信インフラの多重化を促進し４, 総務省

がビジョンとして掲げる ｢ユビキタス｣ な情報

通信ネットワークはこの点では実現したと言え,

利用者個人データをも含むビッグデータの活用

などさらなる利活用の途が探られてい

る５｡

しかし, 一方でメゾレベルでの地域間格差は

むしろ拡大している｡ 総務省が示すブロードバ

ンドの世帯 (人口) 普及率では, 平成��年�月�日発表の����年�月末現在のデータによると
―��―
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大分県３市のケーブルテレビ事業を事例として

城 戸 秀 之

１ 日本おける情報通信分野の動向に関して, は 『����年版情報通信白書』 (総務省 ����) を参照のこと｡
２ 詳細は, 総務省 ｢自治体クラウドポータルサイト｣ を参照のこと (��������������������������������������������������������������������)｡ 平成��年度と��年度に実施された ｢自治体クラウド開発実証事業｣ には後述す
る大分県臼杵市と杵築市も参加している｡ なお, 以下本論文に記載されているウェブサイトの���は����
年�月�日現在のものである｡

３ たとえば九州総合通信局�月�日発表の ｢九州における携帯電話・���及びブロードバンドサービスの普及
状況 (平成��年�月末現在)｣ では, ����規格の携帯電話 (���) の契約数が光ファイバ (����) の２倍に
達している (����������������������������������������������������������)｡ 一方で���においてはこのよ
うなモバイル化は対人関係においても ｢常時接続｣ が常態化し, そのことが若年世代における対人関係の構
築に大きな影響を及ぼしている｡ 社会学からの考察としては, 土井 (����) を参照のこと｡

４ 総務省が行っている前述のブロードバンドの普及状況に関する統計においては, ����年より����規格の携帯
電話 (���) が算入され, 世帯 (人口) 普及率は���％を超える数字となっている｡

５ 『平成��年版情報通信白書』 では成長戦略の観点からビックデータの活用が重要な政策課題の一つとしてあ
げられている (総務省 ������������)｡



全国平均は���を含む数値で�����％ (���を
除くと����％) だが, 平均値以上の自治体は７
都府県に過ぎず, 第１位の東京都は�����％も
の高い数値となっている６｡ これに対して, 九

州７県の平均値は���を含めて�����％ (除く

と����％) にすぎず, 同様に最高率の福岡県で
も平均値以下の�����％ (除くと����％), 本稿
で取り上げる大分県は�����％ (除くと����％),
全国最下位でもある鹿児島県は�����％ (除く

と����％) と低い数値にあるだけでなく, 全国
平均との差は����年度と比べて���を除く場
合は����％から����％, 加えると����％から����％へとむしろ拡大している (表１)｡
これは地理的な条件不利地が九州に多いこと

も要因であるが, 技術が先端化するにつれて導

入に必要なコストの水準が上昇ることで, 地域

社会の経済社会的な状況が対応しにくい事態に

なっているのではないだろうか７｡ この点では

情報通信環境は遍在するものではなく, むしろ

虫食いのように穴の開いた ｢偏在する｣ システ

ムであるといえる｡�����������
地域情報化は先端情報通信サービスの利用が

社会に浸透することとして考えられている｡ し

かし, 前節でも触れたように, このように力点

を情報通信技術の最先端に置くことが, 地域社

会の社会経済状況に合わない高度な技術とサー

ビスの一方的な強制につながっているのではな

いだろうか｡ ここでは技術と政策論の視点から

地域社会がいかに捉えられているのかを見てみ

たい｡

技術政策の観点から, ����年代から始まる地
域情報化政策は ｢地域｣ という範域における情

報通信基盤の整備とその利活用を地域開発の課

題としたものといえる (大石 ����)｡ ����年の�������戦略においても明らかなように, 技術
論としての情報通信政策は技術のもつ普遍的な

合理性によって日本の経済社会を経済成長可能

なシステムに変えることを目的としている８｡

｢地域｣ という視点から見ると, 情報化は情報

通信技術を地域社会に組み込むことにより, 技

術のもつ利便性によって地域の経済社会を活性
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６ 同調査で示される��規格を含む携帯電話の普及率においても, 全国平均は�����％だが, 平均以上は東京都
と大阪府のみであり, 東京都は�����％と全高平均の２倍以上の高率となっている｡ この点でも移動体通信が
現在の情報通信の中心にあることが分かる｡

７ 大分県中津市では����年代に市の事業として市民にダイヤルアップのパソコン通信サービス ｢諭吉の里ネッ
ト｣ を提供していたが, 普及しつつあった常時接続の����サービスには費用対効果を検討して移行せずサー
ビスを停止することとなった｡ ｢諭吉の里ネット｣ については, 城戸 (����������) および (城戸 �������)
を参照のこと｡

８ �������戦略 (��������������������������������������������������������) とそれ以降の情報通信に関する政策
ビジョンについては, ｢高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部｣ ホームページを参照のこと (�������������������������������������)｡

�� ���������������������
(単位 ％)����年�月末 ����年�月末���含まず ���含む ���含まず ���含む

九州７県平均 ���� ���� ���� �����
福岡県 ���� ����� ���� �����
大分県 ���� ���� ���� �����
鹿児島県 ���� ���� ���� �����
全国平均 ���� ����� ���� �����
全国と九州
平均との差

���� ���� ���� ����
注) ����年�月�日および����年�月�日九州総合通信局発

表の資料をもとに作成｡



化させ, 住民個人もその利活用によって自己実

現が可能になるという発展過程が想定されてい

る｡

ここで人間と社会は次のように認識されてい

ると捉えられる｡ 『平成��年版情報通信白書』
が ｢ライフスタイル｣ の変化として示すように

(総務省 ������������), 情報化という視点か
らは, まず社会は情報通信技術による汎用的な

サービスのシステムであり, 人間はにそこにお

ける個別的ユーザとしてあらわれる｡ 地域社会

はこの全体と個別ユーザとの中間にあるが, 全

体においては政策遂行や通信事業の制度的また

は地理的な業務の範域として現れ, また個々の

ユーザにおいてはそこで可能な情報通信サービ

スのセットであり, それらを利用するユーザの

仮想的な集合体として現れるのであり, それ自

体の自立性は乏しいと考えられる｡

ここで技術的利便性は全体的システムが提供

する情報通信サービスにおける ｢主体｣ として

の個々のユーザの個別性を実現するものと捉え

られる｡ たとえば東日本大震災以前から総務省

は政策的にも社会的課題として重要視されてい

る社会的紐帯の形成を取り上げているが９,

『平成��年版情報通信白書』 では ｢ライフスタ

イル｣ の変化として捉えた, 携帯端末とＳＮＳ

の利用者としての個人をベースにした機能的紐

帯として認識されている｡ そこで認識されるの

は社会的行為の蓄積としての地域社会ではなく

あくまで情報通信の効果として現れる範域とし

ての ｢地域｣ なのである��｡
この視点からは地域社会は先端技術の普及率

という指標が示すように, 情報通信のエリアと

して通信基盤の整備状況や提供されるサービス,

ユーザ数において情報化の進度を基準として評

価されることになる｡ これによって地域社会は

経済的, 社会的そして政策的にも上位システム

から一方向的な先端的情報通信技術の導入を迫

られ, 受動的に上位のシステムに組み込まれて

いくことになる｡ 先に挙げた情報通信格差の拡

大は, この矛盾の表れであると考えられる｡

ここまで見てきたように, 地域情報化といい

つつも, これまでの技術決定論的な視点からは

集合的な位相での社会的事実としての地域社会

は認識の対象としても, 情報化の能動的主体と

しても不可視化されている｡ そこで認識されて

いるのは, 情報通信技術によって情報通信の基

盤とサービスによって合理的に再構成された価

値と行為の範域としての ｢地域｣ と考えられる｡

これに対して, 社会学の視点から地域情報化を

捉えるならば, 地域社会での情報通信の利活用

は技術的な汎用性の一方でそれぞれの地域社会

に固有な社会的文脈によって規定され, 多様な

あり方を示すものと考えられる｡ 筆者は地域情

報化を単なる先端情報技術のローカライズでは

なく, その受容において地域社会の構成が変化

する過程として捉えてきた (城戸 ���������)｡
そこでは相互的な社会関係の蓄積としての地域

社会を地域情報化の過程における中間項として

現代社会における社会空間の変容と地域情報化の社会的位相に関する試論

―��―
９ たとえば日本の社会経済の復活を課題とする 『平成��年度情報通信白書』 ではネットワーク利用における安
心の観点から ｢地縁｣ に対する ｢電縁｣ として新たな地域社会での紐帯のあり方を提示している (総務省�����������)｡ 平成��年版同白書では情報通信技術を活用した地域 (社会) の活性化が主題となり (総務
省 ��������), また平成��年版白書では ｢ネット共生社会｣ というキーワードが用いられている (総務省������������)｡�� 以下, 地域情報化の政策的・技術的な文脈においては ｢地域｣ を, 社会的相互行為の蓄積体としての社会的
な文脈においては ｢地域社会｣ を使用する｡



捉えることを試みてきた｡

以下, 本稿の論考では情報化において技術の

位相から描かれる ｢地域｣ ではなく, 社会的相

互行為の観点から地域情報化における ｢社会的｣

な位相を捉えることに焦点を合わせる (城戸����)｡ それによって地域情報化を単なる地理
的または行政的範域における基盤整備や情報通

信事業の効果としてではなく, そこに蓄積され

た相互的な諸関係から地域社会の変化として考

察するためである｡ その一方で地域社会は, 次

章で述べるように, 日本社会全体における都市

化の進展により個人化が進みそれだけでは住民

の生活の準拠枠として捉えられなくなっている｡

この点については, 現代社会論的視点から, 情

報だけでなく消費の領域も含んだ全般的な社会

変動をふまえ, その中で地域社会を捉えること

が求められる｡ 情報通信技術を地域社会から独

立した変数とは見なさず, それを含めた全体的

な社会変動の進行という観点から地域情報化を

捉えることになる｡ この２つのアプローチを取

ることで, 情報通信技術を地域社会から独立し

た変数とは見なさず, 地域社会を含む現代社会

における社会変動において地域情報化を捉える

ことを目指すのである｡

以下, 本論文では現代社会における社会空間

をめぐる論考から現代社会に一般的な社会的位

相のあり方を検討し, 次に事例として大分県３

市のケーブルテレビ事業を取り上げて, 地域情

報化における社会的位相について, その形態に

ついて考察を行い, 地域社会の多様な状況に適

した情報通信のあり方を考える手がかりとした

い｡

�������������������
前章で述べた社会的空間としての ｢地域社会｣

の不可視化は, 社会学の視点からは情報化の技

術的効果による帰結ではなく, ��世紀から続く
都市化にともなう生活空間のメディア化として

の現代化の過程の帰結として捉えることができ

る｡ 現代化が進む地域社会における地域認識に

関して, 森谷は都市化に伴う社会の変容の結果,

もはや ｢地域社会｣ は自明の準拠枠として捉え

られないことを指摘する (森谷 ����)｡ そこで
は, 生活圏の拡大により相互行為や社会関係の

累積体として地域社会を認めることは難しく,

所属集団の多数化により, 特定の範囲としての

地域的集団への共属は前提できないことが示さ

れる｡ また, 吉見はメディア研究における技術

決定論的アプローチに対して, 情報技術を社会

の外部にある変動要因とみるのではなく, 社会

変動に内在するものとして捉えられることを指

摘している (吉見 ������)｡ 情報化の議論にお
いては後述する鈴木謙介の議論にあるように,

情報化のもつ双方向性などの特性に焦点を合わ

せるため, 立論においてそれ以前の社会の状態

との不連続性が強調されるが (鈴木謙介 ����������), 地域情報化はまずこのような現代社会
において共通する社会変動の過程において認識

する必要があると考える｡ この章では狭義の技

術的な情報化に捕らわれない社会的変化の一形

態としての情報化を現代社会論からの検討して

行きたい｡����������������
現代社会論の観点からは����年代以降の情報
化はそれ以前の社会変動と連続する変化として

考察することが重要になる｡ すでに����年代に
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おいて鈴木廣は現代社会の変動を ｢全体化｣ と

｢私化｣ の絶えざる進展としてとらえられるこ

とを指摘している (鈴木広 ����)｡ 消費化と情
報化がさらに進んだ社会においては, 現代化の

過程では個別的な社会的相互作用が汎用的に機

能するメディア上の関係に代替されていくとい

う ｢脱社会化｣ または ｢非社会化｣ の過程とし

て捉えることができるだろう｡ 情報化が議論の

焦点になる以前にも, ボードリヤールの消費社

会批判は一貫して社会における実体性の喪失を

論じている (������������������������������)｡
彼の 『物の体系』 は消費の記号論的定義を行っ

たとして知られるが, 彼が意図したのは日常的

な社会空間に準拠することで社会関係や社会集

団を表象するという伝統的な物財のシステムが

持つ社会的な象徴的機能と, 消費市場に依拠す

ることで消費財間の差異的な意味が所有者・使

用者に意味を与えるという消費財の記号的機能

を対比することで現代社会の特徴を社会的表象

の観点から捉えることであった (�����������������������������城戸 ����)｡ ｢消費の記号
化｣ を指摘するボードリヤールの消費社会分析

は一般に商品価値の脱物質化を指摘した点が強

化されるが��, 彼が消費の記号化において捉え
ようとするのはメディアとしての消費市場にお

いて社会的表象としてあらわれる社会空間の脱

社会性なのである (城戸��������)��｡
情報通信のネットワーク化としての情報化以

前に, テレビとラジオというマスメディアによ

る社会空間の変容を論じたのがメイロウィツで

ある｡ 彼はマクルーハンに代表されるメディア

研究とゴフマンの対面的相互関係の分析を統合

した ｢状況論的アプローチ｣ を提示するが, そ

れは対人関係の場としての社会的状況のあり方

に焦点を合わせ, それが空間的な物理的セッティ

ングと ｢情報的セッティング｣ をともに含むも

のとする点に特徴がある (���������������������)｡ 彼が取り扱うのは主に対面的場面
とマスメディアとの関係だが, そこにおいては

物理的範域を超えた情報のフローが状況に定義

された社会的役割の場としての社会的空間のあ

り方を変化させることを指摘する｡ また, 集団

的アイデンティティに関しては社会的情報や経

験の共有のあり方の変化を示す (��������������������������)｡ それは一方向的コミュ
ニケーションのマスメディアが対面的なコミュ

ニケーション空間の構造を変えることを示して

いるのである｡

ネットワーク化が進んだ情報社会における社

会空間に関しては鈴木謙介の議論を取り上げた

い｡ 鈴木は現代的な自己存在と社会空間のあり

方に焦点を合わせて論考をすすめるが, そこで

示されるのは情報システムの汎用的な機能空間

に遂行的に定位されることで認識される脱社会

化された自己と社会の現代的なあり方である｡

まず, 鈴木は近代的な主体としての自己とは

異なる現代的な自己存在のあり方を ｢カーニヴァ

ル化｣ をキーワードとして描くが, そこでの自

己存在は近代的な主我と客我による反省的過程

ではなく, 情報システムのアルゴリズムにより

駆動するデーターベースに導かれる再帰的過程

において自己の意味を見いだすことが示される

現代社会における社会空間の変容と地域情報化の社会的位相に関する試論

―��―�� 見田宗介は 『現代社会の理論』 において, ボードリヤールとバタイユとの対比をすることで消費概念の整理
を行っている (見田������������)｡�� ボードリヤールはその後の論考をふまえて 『シミュラークルとシミュレーション』 (����) において, ｢ハイ
パーリアル (���������)｣ をキーワードとして, 現代社会は社会のシミュレーションとして実体性をもたな
い ｢社会的なもの (��������)｣) として捉えられている (なお, 訳書では ｢社会体｣ と訳されている)｡



(鈴木謙介 ������������)｡ 次に ｢ウェブ社会｣
としての現代情報社会において情報システム上

にデータとして遍在する自己存在のあり方をテ

クノロジーが最適化する環境との関係において

｢宿命｣ として捉えることで, 社会的な主体性

を失った現代的な自己像と社会像を提示する

(鈴木謙介 ������������)｡
これらの議論をふまえて, 鈴木は, 現実の

｢多孔化｣ をキーワードとして, 社会空間の意

味の変質を論じている｡ 彼の言う ｢多孔化｣ と

は, 空間の社会的意味を規定するものがもはや

物理空間とそれとセットになった制度だけでは

なくなり, 現代の社会空間が情報通信技術によっ

て幾重にも意味が付加された ｢情報空間｣ とし

て捉えるべき状況にあることを指している (鈴

木謙介 ����������)｡ この鈴木の議論で注目す
べきは, メイロウウィッツの議論と関連する,

社会的な役割の社会的枠組みの変化についてで

ある｡ ｢親密性｣ のあり方を材料として, 情報

通信機器を介して非対面な社会関係が要求する

役割が対面的場面において遂行されることで,

社会的な場が一元性を失い, 場の参加者による

コントロールを取りにくくなることを指摘して

いる (鈴木謙介 ������������)｡
ここで見てきた議論では, 現代社会全体にお

いては消費や情報のメディアによって, 物理空

間とそこにおける相互行為に依拠して規定され

ていた社会空間が現代社会ではもはやそれだけ

では社会的意味を持ち得ないことが示されてい

る｡ 吉見が指摘したように, 情報通信技術はこ

うしたマクロな位相における社会変動の ｢関数｣

として現代化を促進するものと考えることがで

きる｡

���������������
このような全体的な社会空間の変化は地域社

会においてはどのように捉えられるのだろうか｡

はじめに注目したいのが須藤廣の観光社会学で

の議論である (須藤 ����)｡ 須藤の関心は ｢ポ
ストモダン｣ など現代社会論的視点から観光を

めぐる社会学的研究の課題を提示することにあ

るが, そこにおいて現代社会に生きる人間にとっ

てのリアリティの様態を考察することに特徴が

ある｡ 須藤は現代の観光が消費社会化により再

帰性を帯びたとする｡ 観光体験が人工化し, 地

域社会が虚構化することにより, それが本来もっ

ていた非日常性の追求という機能を失っている

ことを指摘するとともに, 反対にその文化的再

帰性ゆえに虚構化・人工化された観光地におけ

る地域社会のアイデンティティを再構築する可

能性を論じている｡

まず須藤の議論において注目すべきは社会の

消費化に着目することで, 情報化と連続する現

代社会と地域社会の変化を見ることができる点

にある｡ また, そこで示される地域社会の変容

は観光地に止まるものではなく, 社会移動の観

点からは都市化が進み生活様式の消費化が浸透

した現代の地域社会全般に当てはまるリアリティ

の変化についての議論と言うことができる｡ 須

藤は日本社会全体における地域社会の変質につ

いて観光化の観点から論じているが (須藤����������), 都市化の進展によって住民の流
動性が高まり, 生活は地域の固有な要素よりも

｢全国的｣ な消費市場によって標準化された要

素により構成されることになる｡ この意味で須

藤の言う観光客と観光地住民との関係は, より

移動性の高い住民とより土着性の高い住民との

関係と相似なものと考えることができる｡ 須藤

が示す課題は地域社会における非日常性のあり
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方について考察する際にも重要な課題となるも

のといえる｡

前節で触れた鈴木謙介は情報化と地域社会の

関係を地域イメージに焦点を合わせて論じてい

る (鈴木謙介 �����｡ そこでは地域社会の共同
主観性である ｢物語｣ としての地域イメージに

焦点を合わせ (����������), 情報社会におい
て個人の情報発信によって地域社会があらたな

｢物語｣ を生み出す可能性を示している｡ その

際に外部イメージによって新たな地域イメージ

の形成の可能性を指摘する田中美子の議論 (田

中 ����) を手がかりにしつつも, 地域に関す
る社会的なコミュニケーションの文脈に拠るこ

とで, 地域の内と外という区別を超えた動的な

プロセスにおいて地域イメージを捉えようとし

ている点が重要である｡

さらに前述のように情報通信技術によって社

会的空間が ｢多孔化｣ されることを示した鈴木

は社会空間を情報通信技術によって新たな意味

で上書きすることで再統合することを課題とし

て掲げるが, その手がかりとして観光が取り上

げられている (鈴木 ������������)｡ 須藤の議
論が商業化による地域イメージの虚構化を指摘

するのに対して, 鈴木は����年の論考を発展さ
せ, アニメーションを題材として情報空間にお

ける地域社会をめぐるコミュニケーションに,

地域社会を文脈とする外部との交流を契機とし

て地域アイデンティティを生み出すという創発

的可能性を見ている｡ また, 結論部で鈴木は共

同体のイメージの基盤として共通する喪失の経

験がコミュニケーションを生み出す可能性につ

いて論じている (鈴木 ������������)｡
須藤と鈴木の議論は現代社会における日常的

な社会空間の変容をふまえて非日常性による

｢地域イメージ｣ を社会的に定位させようとす

る試みであり, そうした立論は現代社会の特性

の反映といえる｡ しかし, 非日常性はその一方

で, 日常的な行為空間に依拠するものであり,

その可能性と限界もそこから導き出されるもの

と考えられる (鈴木 ������������)｡ 現代社会
のメディア的特性として非日常性が消費と情報

システムによって日常化されるならば, それは

鈴木が ｢カーニヴァル化｣ として示した絶え間

ない差異化のプロセスが地域社会において生起

することを意味するのである｡�������������������������
以上の議論からは次の点が示される｡ 第１に

社会学的視点からは情報通信技術を特権化し,

それに一方向的な社会発展の効果をみるのでは

なく, 社会空間の ｢メディア化｣ や ｢脱社会化｣

という変化において都市化の進展としての社会

の消費化との連続において情報化を捉えること

ができる｡ 第２に, 現代社会において ｢地域社

会｣ を考察するためには地理的または行政上の

範域だけでなく, 社会的空間としての社会的な

文脈において捉える必要がある｡ しかし, 現代

では本来社会的行為に対して準拠枠として働い

ていた地理的空間は, 消費や情報という汎用的

なメディアによって生活空間が構成されるにつ

れて, それだけでは自明の前提としては捉えら

れないのである｡

では, 本論文の課題である地域情報化の ｢社

会的位相｣ はいかにして捉えられるのだろうか｡

森谷, 鈴木の指摘にあるように, 地域は固定的

な範域ではなく, そこにおける社会的相互作用

としてのコミュニケーションの社会的蓄積とし

て捉えることが重要だった｡ ここからは具体的

な地域情報化過程において具体的に現れた多様

現代社会における社会空間の変容と地域情報化の社会的位相に関する試論
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な様態を整理し, 分析枠組みを検討してゆく必

要がある｡ 地域社会の情報通信サービスにおい

て, 中間項としての ｢地域社会｣ いかにあらわ

れ, そこにユーザとしての個々人がいかに関与

してゆくのかを探ることから, 地域社会が準拠

枠として, 行為空間として可視化さるのかを探

る必要がある｡ 次章ではこのための手がかりと

して, この地域情報化における ｢社会的位相｣

について大分県の行政ケーブルテレビ事業を事

例としてサービス提供におけるその様態を検討

したい｡����������������������������������������������
前章をふまえて, 本章では大分県の事例をも

とに地域情報化における ｢社会的位相｣ につい

て考察してゆく��｡ 筆者は大分県を事例として
地域情報化の調査を行っているが, それは次の

理由による��｡ ����年の通信自由化をうけて早
くから地域社会を枠組みとして情報化が取り組

まれており, 政府の政策や情報通信環境の変化

に伴う取り組み変化を見ることができるからで

ある｡ その大分県での取り組みが地域社会の各

セクターや組織によって個別に取り組まれたも

のでなく, それらが協力することで地域情報化

を地域社会の共通課題として位置づけられて来

た点が重要なのである｡ 第１章でみたブロード

バンド普及率はまだ低いものの, そこにはそう

した先端的指標でははかれない社会学的含意を

見ることができるのである｡

本論文ではケーブルテレビネットワークを活

用した地域情報化政策の事例を見てゆくが, そ

の前提となる２つの事業について述べておく｡

第１は県内の基幹情報通信基盤として����年に
全面運用を開始した ｢豊の国ハイパーネットワー

ク｣ (以下, 豊ハイパー) である��｡ これは基
本的には県の機関を繋ぐブロードバンドネット

ワークであるが, 設計に際して県内の広域利用

と民間開放を盛り込み, 市町村と共同で補助事

業を受けて基盤整備を行い, また運用において

も共同利用する市町村と関連団体が参加する運

営協議会を設けている点が特徴的である｡ 民間

開放とも関連して, 第２に取り上げるのは県内

のケーブルテレビ事業者が参加した共同運営組

織 ｢大分県デジタルネットワークセンター｣�以下, ���) である��｡ これは豊ハイパーの全
面運用前の����年に情報格差の解消と地上波デ
ジタル化の対策を目的として設立されたもので,

共通するセンター機能を共用化することで自治

体の運営コストと導入時の困難を軽減すること

をめざしている｡

大分県はケーブルテレビによる基盤整備が多

いことが特徴となっているが, この豊ハイパー

と���とが地域の共通インフラとして機能す
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情報化が地域社会と地域外との関わりの中で展開していく様子が当事者の立場からまとめられている｡ 城戸
(����) および城戸 (����) は地域情報化における社会的文脈から大分県の地域情報化を分析したものであ
る｡�� 詳しくは大分県情報政策課ホームページ ｢豊の国ハイパーネットワーク｣
(������������������������������������������������) を参照のこと｡�� 詳しくは大分県デジタルネットワークセンターのホームページ (�����������������������) を参照のこと｡



ることが, 各自治体でのケーブルネットワーク

の整備を促進した要因となっている (城戸������)｡ 本論文の論点に関して重要なのは,
これが単なるインフラ整備と共同施設の設置と

いう技術的位相に止まらず, それに至る大分県

での地域情報化の帰結として, セクターや組織

を超えた共通課題として情報化が認識され, そ

れらの協働が組織体を社会的装置として機能す

ると理解できる点である (城戸 ����)｡ ここに
｢社会的位相｣ を捉える手がかりを見ることが

できると考える｡������������������������
以上を踏まえて, ここでは臼杵市, 杵築市,

豊後高田市のケーブルテレビ事業を事例として

見てゆく��｡ 行政のケーブルテレビ事業を対象
とする理由は次の点にある｡ まず地方での情報

化の場合, 情報格差は商用サービスとして情報

通信サービスが普及しない地域において生じる

ものであり, 地域の行政課題として捉えること

が必要になる｡ さらに商用サービスにおいては

ユーザは個々の契約者としてあらわれ, またそ

の確保のため常に先端技術とサービスの導入を

進めることになるが, そこでは第１章に見たよ

うに ｢地域社会｣ という社会的な中間項をみる

ことは難しい｡ これに対して, 行政が整備を行

う場合は地域課題との関連において行われる行

政サービスであり, つねに地域社会のあり方を

意識する必要があるからである｡

大分県では��市１町で行政が豊ハイパーと���を基盤にケーブルテレビ事業を行ってい
るが, そのなかでも臼杵市, 杵築市, 豊後高田

市は運営管理や提供サービスの決定などに行政

が強く関与しており, 地域情報化における地域

社会との関わり方を考える上で重要な手がかり

を与えてくれると考えられる｡ これら３市のケー

ブルテレビ事業 (以下, 行政３局) を事例とし

て, 地域情報化における社会的位相について考

えてゆきたい｡

行政３局については, 城戸 (����) で既に紹
介しているので整備の経緯などの詳細はそれに

譲り (城戸 ���������), 本論文では必要な項
目についてのみ概要を見てゆく (表２)｡ 表に

あるように, 臼杵市は����年に豊ハイパーの整
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―��―�� 以下の大分県３市の事例については, 平成��ー��年度科学研究費補助金 (基盤研究 (Ｃ) (２)) (研究代表者
城戸秀之) 『地域社会の社会的変動過程としての地域情報化に関する社会学的考察』 による調査の成果に基
づくものである｡

�� ������������������
市 (施設) 開局年 運営１� 番組制作 インターネットコミュニケーションサービス その他

臼杵市
(臼杵ケーブルネットワ
ークセンター)

����年
(野津地域は����年) 市２� 第３セクター 他事業者５� － 市民向け情報スキル教育７�

第２��８�
杵築市

(杵築市ケーブルネット
ワークセンター)

����年
(山香地域,大田地
域は����年) 市 第３セクター３� 市 － 通称を公募

(杵築ど～んとテレビ)

豊後高田市
(豊後高田市ケーブルネ
ットワークセンター)

����年 市
市����年より第３セ

クター４� 他事業者６� 加入者無料電話
告知サービス

地域活動と連携した
教育番組９��) 施設・機器・伝送路の管理､ および加入者管理を含む�) 第３セクターの臼杵ケーブルネット株式会社が施設の指

定管理者�) 財団法人杵築市産業振興センター�) 豊後高田市観光まちづくり株式会社 �) 県内大手ケーブルテレビ会社�) 大手電話会社�) ふれあい情報センター�) 市民チャネルを２チャンネルにするために����年に取得�) テレビ寺子屋塾



備に先行して開局し, 杵築市は整備後の����年
から, 豊後高田市は市町村合併に合わせた����
年からケーブルテレビの運用を開始している｡

臼杵市と杵築市は合併して新市に移行する際に

エリアの拡大を行い, 豊後高田市は合併に合わ

せて整備を行っている｡ また, ３局ともケーブ

ルテレビに関しては市と市の関与する団体 (第

３セクター) が担っており, インターネットに

関しては杵築市を除き大手の事業者に業務を委

任している��｡
また特徴的な点としては, 臼杵市ではケーブ

ルインターネットのサービスを提供することに

対応して, 市民向けの情報スキル教育施設 ｢ふ

れあい情報センター｣ をサービス開始に合わせ

て設置し, 地域社会において情報ネットワーク

ユーザの開拓を目指した点と, 自主放送に関し

て����年に第２��を取得して市民チャンネルを
２チャンネルにして, 文字放送, 天気情報とアー

カイブ放送をおこなっている点があげられる｡

杵築市では開局にあたって通称 (｢杵築ど～ん

とテレビ｣) を市民に公募した点に注目でき

る��｡ 豊後高田市で加入者無料電話とグループ
で利用できる告知サービスというコミュニケー

ションに関する音声サービスを行っている｡ ま

た地域社会との関係で重要なのは, 市民チャン

ネルで放送している小中学生向けの補完教育番

組 ｢テレビ寺子屋塾｣ である｡ 豊後高田市は地

域活性化の課題として教育を重視しており, 地

域住民も講師として参加する ｢まなびの��世紀
塾｣ 事業のひとつとして����年より補完教育を
行う ｢寺子屋講座｣ を実施している��｡ ｢テレ
ビ寺子屋塾｣ は周辺地域の児童・生徒が同講座

を利用できない問題を解決するためにケーブル

テレビ開局後の����年より放送されている｡
表に示したほかに, ３市とも防災情報につい

ても整備項目であり, ケーブルネットワークを

用いた防災カメラを設置し, カメラからの画像

を公開している��｡ また施設に関して杵築市と
豊後高田市は市の庁舎を利用しているが, 臼杵

市ではケーブルセンターと関連施設 (サーラ・

デ・うすき, ふれあい情報センター) を市の中

心部におき, 隣接する歴史的景観地区に合わせ

たいわゆる ｢レトロ｣ な外観とすることで, 新

たなシンボル的空間を形成したことも特徴となっ

ている��｡����年の論文および����年の報告書では, 地
域情報化のあり方の多様性と主体性を地域社会

ごとの選択の相違において捉えることを目的と

経 済 学 論 集 第 �� 号

―��―
�� 杵築市の場合, 旧杵築市の中心部は商用サービスが普及しているので, 周辺部 (旧山香町, 大田村を含む)
の情報格差対策として位置づけられている｡�� この ｢ど～んと｣ は他の地域活性化事業にも使用されており, 地域社会のシンボル的フレーズとして位置づ
けられている｡ たとえば杵築市観光協会ホームページの ｢食べる｣ を参照のこと (�����������������������������������������)｡�� 豊後高田市では ｢『昭和の町は教育のまちです』 事業｣ のもと, 以下の ｢まなびの��世紀塾｣ などの事業が
行われている｡ 詳しくは豊後高田市ホームページ ｢子育て・教育｣ の ｢教育についてのとりくみ｣ を参照の
こと (���������������������������������������������������������������������)｡�� 臼杵市では市のホームページから閲覧することができ, 杵築市では自主放送番組のなかで各地点からの映像
を切り替えて放送している｡�� 市民向け情報スキル教育施設である ｢ふれあい情報センター｣ と情報発信と交流の施設として整備された
｢サーラ・デ・うすき｣ は芝生の広場を囲む形で隣接している (現在, 両施設の運営はサーラ・デ・うすき
に統合されている)｡ 詳しくは ｢サーラ・デ・うすき｣ ホームページを参照のこと (������������������������)｡



していたため, 表３のように整理した｡ そこで

は地域課題, 番組制作, サービス, 放送利用に

おける３局の特徴を示した｡ 臼杵市では前述の

ように施設に関して中心市街地活性化を目的と

している点��, サービスに関してはインターネッ
トサービスと情報スキル教育がセットになって

いる点があげられる｡ 杵築市では, 合併後の新

市での一体感の醸成を課題として, 行政の広報

機能の強化を目的とし, インターネットサービ

スを直営としている点があげられる��｡ 豊後高
田市では定住のためのまちづくりを課題とし,

運営管理・番組制作業務において雇用を生み出

すことが一つの目的となっている｡ また, サー

ビスに関しては音声サービスにより地域社会内

のコミュニケーションに対応している点, さら

に地域課題と関連した番組を放送している点を

特徴としてあげた｡

そこでは基盤整備において先端技術とサービ

スの一律的な導入として地域情報化を考えるの

ではなく, 地域社会の個別の実情を踏まえた地

域課題や経済社会的状況によって地域社会が異

なる選択を行うことの重要性を考察した｡ ３市

は県内共通の豊ハイパーと���に拠りながら
も, 地域社会に即して地域情報化の焦点が異なっ

ていることがわかるのである｡������������������
本論文では社会空間の変化という点から現代

の地域社会と情報化のあり方について考察する

ことを目的としているので, 第２章をふまえて

コミュニケーションや社会関係の蓄積という点

に焦点を合わせて, 上記３市の事例における社

会的位相について検討する｡ なお, これに関し

てはマスコミュニケーションの視点から市民チャ

ンネルの番組を詳細に分析する必要があるが,

今回はその前提としてサービス提供において捉

現代社会における社会空間の変容と地域情報化の社会的位相に関する試論

―��―�� ただし, サーラ・デ・うすきに関しては����年�月に新たな施設として ｢臼杵市観光交流プラザ｣ ができた
ことにより, それまでの役割に変わる新しい利活用について検討されている｡ 臼杵市観光交流プラザについ
ては臼杵市ホームページを参照のこと (�������������������������������������������������)｡�� インターネットを直営とすることにより, メールアドレスのドメインが大手プロバイダのものではなく, 杵
築市固有の文字列になることも地域意識の醸成につながると考えられる｡

�� ���������������
市 項目 事 項

臼杵市

地域課題 中心市街地活性化のための施設建設

番組制作 第３セクター (地域の企業と大分市のケーブル局が出資)

サービス インターネット接続サービス＋スキル学習

杵築市

地域課題 合併後の新市での一体感の醸成 (局の愛称の公募)

番組制作 市の外郭団体 (第３セクター) 所管組織に委託

サービス 行政の広報機能の強化 (インターネットの直営)

豊後高田市

地域課題 定住のためのまちづくり (雇用, 教育)

番組制作 直営 (����年度より地域活性化第３セクタ�に委託)
サービス 告知サービスのグループ利用, 加入者無料電話

放送の利用 テレビ寺子屋講座 (補完学習 ｢寺子屋講座｣ の拡充)

注) 城戸 (����) ��ページの表を一部修正｡



えられる ｢地域社会｣ のあり方を考察する｡

まず, 追記すべき点を述べておく｡ 臼杵市に

ついては, 当初インターネットサービスは単に

市民への利便性の提供だけでなく, 市民の市政

参加のツールとして位置づけられていた��｡ 当
時政府の情報化政策で情報通信を利用するスキ

ルの浸透が政策課題となっていたが, スキル教

育施設の整備はこの臼杵市独自の政策課題を実

現するために行われたものである｡ しかし, 現

在はパソコンに関するスキルが社会に普及する

につれて, 高齢者を対象としてきたパソコン講

座の受講生は減少の傾向にある｡ また, 講座の

受講がねらいである地域社会でのネットワーク

形成に直結するものではなかった｡ モバイル端

末やクラウドサービスの普及もふまえれば, 単

なるパソコンを対象とするスキル講習を超えて,

情報通信の利用が市民の連携に導くようなサー

ビスの提供が必要ではないかと考えられる｡

これに対してケーブルテレビは地域情報の提

供を充実化するために����年にそれまでの自主
放送番組を生活情報・地域イベントの紹介と地

域ニュースを分けた番組編成とした��｡ それは
包括的な生活圏として漠然と認識されている

｢地域社会｣ を映像で可視化する働きをもつと

いえる｡ このように臼杵市の情報化は個人と生

活空間という２つの視点で地域社会を捉えるも

のと考えることができる｡

杵築市では他の２市と異なり, 行政の広報に

特化し, サービスも基本的なサービスに限定し

ている｡ それは合併によって風土文物の異なる

地域社会を内包する行政エリアをひとつの ｢地

域社会｣ として可視化するものとケーブルテレ

ビが位置づけられていると捉えられる��｡ それ
は周辺部の情報格差対策としての直営インター

ネットサービスであること, 地域社会のシンボ

ル的文言 ｢ど～んと｣ をふくむ通称をもつこと

に現れていると考えられる｡

豊後高田市ではコミュニケーションツールの

サービスが特徴的だが, それは地域社会内に存

在する社会的コミュニケーションや社会関係の

蓄積が前提となっていると考えられる｡ 瀬戸内

海に面した豊後高田市では県外波も受信できる

ためテレビ放送の配信自体に訴求力はなく, そ

れ以外のネットワーク・サービスで地域社会に

対してケーブルテレビ事業の価値を示す必要が

あった (城戸 ������)｡ また, ｢テレビ寺子屋
塾｣ も前述のように単に視聴者の教育ニーズに

対応する学校教育番組として放送するものでは

なく, 地域社会の課題としての教育をふまえて,

寺子屋講座などの住民も参加する地域的活動と

の関連が基盤としてあると考えられる��｡
このように事業上の特徴と対応する形で, コ

ミュニケーションや社会関係という観点からも,

大分県の行政３局ではその事業において多様な
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―��―
�� 当初は実証実験としてインターネットサービスを提供していたため, 参加者には市政のモニターとなる義務
が課せられていた｡ 詳しくは城戸 (����) を参照のこと｡�� 開局時は自主制作番組 ｢うすき大好き｣ で地域イベント, 生活情報, 市の広報などを紹介していたが, ����
年からはそれに加えて, 毎日更新するニュース番組 ｢臼杵ふるさとトピックス｣ を放送している｡ 詳しくは
臼杵ケーブルネットホームページ ｢臼杵市民チャンネル｣ のページを参照 (������������������������������������������������)｡�� 聞き取り調査では, 他地区の活動をケーブルテレビで見ることが地域活動の刺激になるとの見解が聞かれた｡�� テレビ寺子屋塾では主に学校教員が講師を務めるが, 地域住民が講師となる教科やプログラムがある (城戸�������)｡



形で地域社会が現れていることがわかる｡ この

点を手がかりの１つとして地域情報化の社会的

位相を考えることができると考える｡

前章では社会的空間に焦点を合わせて地域社

会を考えてきた｡ これを踏まえて行政３局事例

の特徴を整理してみたい｡ ３市の事例では地域

社会が多様な形で現れていたが, これを社会的

位相の３つのレイヤーとして捉えたい｡ 第１は

直接の生活圏を越えた社会的範域である ｢地域

社会｣ が, その構成要素である下位の地域社会

に関する情報を媒介として可視化される社会的

位相で, 包括的な地域意識の形成が考えられる

レイヤーで, ここでは ｢集合的レイヤー｣ とし

たい｡ 第２は生活圏における具体的な集団的活

動や社会関係にもとづく社会的コミュニケーショ

ンにおいて捉えられる社会的位相で, 生活圏で

の社会的活動に関わる ｢集団的レイヤー｣ とし

たい｡ 第３は現代的な生活空間において, 消費

行動や情報ネットワークの利用において現れる

社会的位相である｡ ただし, ユーザとしての存

在そのものにではなく, その個人行為者として

の志向や行為の結果において地域社会は捉えら

れることになり, ここでは ｢パーソナル的レイ

ヤー｣ としたい｡

これをもとに行政３局において見いだせる主

な社会的位相を整理したものが表４である｡ 本

論文では議論を深めることはできないが, ここ

からは臼杵市ではマスメディア的機能のケーブ

ル放送とパーソナルなユーザの形成としての情

報スキル教育がそれぞれ異なるレイヤーで地域

社会を捉えており, さらにこれらレイヤーの中

間にある集団的レイヤーにおける活動を考察す

る必要があることがわかる｡ また, 杵築市では

現在の中心である集合的レイヤーと集団的レイ

ヤーとの, 豊後高田市では集合的レイヤーとパー

ソナルなレイヤーとの関係に広げて社会的位相

を考察することが必要になることがわかる｡

この章では大分県の行政３局を事例として地

域情報化を社会的位相という視点から捉える可

能性について検討してきた｡ 次章では本論文の

まとめとして, 前章でみた現代社会と地域社会

における社会空間の変容についての議論を対応

させて現代社会の地域社会と地域情報化につい

て考えたい｡���������������������
本論文では社会全体で情報化が進展する一方

で地域間の情報格差が拡大する状況をふまえて,

地域情報化を技術的過程とその効果とは異なる

社会学的視点で地域社会の側から捉えることを

課題とした｡ 第２章では現代社会における社会

空間の変容について, 第３章では地域情報化の

現代社会における社会空間の変容と地域情報化の社会的位相に関する試論

―��―
�� ������������������

市 社会的位相のレイヤー 地域社会での社会的作用

臼杵市
集合的レイヤー 地域社会の可視化による地域意識形成

パーソナル的レイヤー 地域住民の情報通信の利用促進

杵築市 集合的レイヤー 地域社会の可視化による地域意識形成

豊後高田市 集団的レイヤー 地域社会内の社会的コミュニケーションの促進



事例からそこに現れる地域社会のあり方につい

て考察してきた｡ まとめとしてこの２つの章で

の議論を対応させて現代社会における地域社会

と情報化のあり方について整理してみたい｡

第３章では地域情報化に見いだせる社会的位

相を３つのレイヤーとして示したが, これは第

２章での議論と対応させて, 地域社会における

現代的社会空間について考えてみる｡ 集合的位

相は広報やケーブルテレビの自主放送において

措定されるものであり, メイロウィツが示すマ

スコミュニケーションに対応すると考えられる｡

前述のようにメイロウィツは物理空間に依拠す

るそれまでの社会空間の社会的な障壁をくずし,

様々な社会的属性にもとづく集団的分化を超え

る社会空間をマスコミュニケーションが生み出

していることを指摘した(������������������)｡
これに対して大分県の事例では個別の物理空間

にある生活圏を超える範域での地域社会を可視

化させることで新しく地域社会の認識の生成を

期待することができる｡ 合併した自治体が新し

い地域社会としての意味づけをするという点で

は, 鈴木謙介がのべる情報通信による空間への

意味の上書きによる地域アイデンティティの可

能性 (鈴木 ��������) ともつながる論点を含
むものと考えられる｡

集団的位相はメイロウィツが示す空間と役割

のセットが一致した社会空間において考えるこ

とができる｡ メイロウィツはマスメディアによ

りそれが準拠していた社会的情報のシステムが

相対化されることを指摘したが, 双方向の情報

通信においては生活圏における社会関係と社会

的コミュニケーションに準拠することで情報シ

ステムとしての文脈が得られ, またその場とし

て社会的に再生産される可能性が考えられる｡

準拠枠としての地域社会がもっとも捉えやすい

のがこのレイヤーであると考えられる｡ しかし,

そこでは同時に須藤が ｢観光化｣ として捉え

(須藤 ����), 鈴木が情報通信による ｢多孔化｣
として論じているように (鈴木 ����������),
現代社会の中心的システムによる社会空間への

大きな影響が見られるのである｡

この鈴木の議論は同時にパーソナル的レイヤー

における状況を述べたものである｡ 情報化とい

う点で, 地域社会はユーザの多様な関心, 情報

空間における多種の選択肢の一つとして選択さ

れる対象であり, 準拠枠として直ちに情報ユー

ザによる地域社会を志向し活動を生み出すもの

ではない｡ 情報化はこのレイヤーでのユーザと

しての自由を高めるが, それは地域社会を超え

た上位の現代的な価値システムに個々人を位置

づけることになる｡ つまり, 地域社会は生活圏

として自明のものではなく, 情報空間に整合す

る形で再編成された選択肢として示され, 個人

にとっての個別的な関心との連関から選択され

るものとなると考えられる｡ 鈴木が役割空間の

混乱として示す状況 (鈴木 ������������) は
私的空間を超えて地域社会においても現れるも

のと考えられる｡

このように第２章で問われているのは社会空

間としての地域社会の内と外の区別が自明性を

失った状況である｡ 地域情報化という観点から

は, もはや社会空間に障壁を措定することはで

きない｡ 社会的位相という視点からは, それは

単に地域社会の内部と外部という水平な関係だ

けでなく, 全体社会における消費や情報の汎用

的なシステムとの垂直的な関係においても捉え

ることになる｡ 地域社会を社会的意味の準拠枠

として, 個人と全体システムの間に生活圏に依

拠した中間項としていかに措定しうるのかを問

うことになるのである｡
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これは各のレイヤーにおいて異なる形で現れ

ると考えられる｡ 集合的レイヤーについては須

藤と鈴木が示すように地域イメージやアイデン

ティティにおける地域社会の個別性とそれを超

える消費 (資本) や情報 (アルゴリズム) の汎

用的な論理との関係において捉えられる｡ これ

までの地域社会の固有性はそこに蓄積された固

有の社会的文脈に依拠することでそれぞれ並立

的な形で存在しており, 他と相互に比較される

ものではないと考えられる｡ しかし, 地域検定,

地域グルメ, 地域のキャラクターなどにおける

｢ご当地｣ はその地域固有のものである必要は

なく, むしろ各種 ｢グランプリ｣ に明らかなよ

うに, 汎用的な価値空間において他の地域との

差異的な関係に位置づけられることで消費や情

報の文脈における ｢ご当地｣ としての価値が得

られるのである (城戸 ��������)｡ それは固有
な社会的文脈を欠く汎用化された地域像という

ことができる｡

上記の論点は集団的レイヤーにおける地域社

会の固有性の相対化として問われることになる｡

このように汎用化された地域像は地域社会にお

ける具体的な社会的文脈によって生活圏やより

地理的に包括的な範囲において地域社会が認識

しにくくなっていることと対になっている｡ 日

常生活においては生活の消費化と情報化により,

現代人の生活は地域を超えて流通する財や情報

によって多くの部分が構成される様になってい

る｡ また, この様な生活の汎用化は, 地域での

祭礼のイベント化に見られるように, 地域社会

における非日常的経験の社会的文脈を変化させ

ることになる｡ 須藤が論じる問題は, 集合的レ

イヤーにおいて地域外部の論理よって他律的に

形成される消費空間と集合的レイヤーにおける

地域社会の住民の生活空間との矛盾を指摘した

ものと考えることができると同時に, 現代社会

における日常と非日常のあり方を問うたものと

して理解することができる｡

情報行為の場としてのパーソナル的レイヤー

では上記の意味で地域社会の内外は措定しにく

く, 他のレイヤーとの関係において論じる必要

がある｡ この論点に関して, 鈴木は２点の議論

を行っている｡ まず, サブカルチャーの事例

(鈴木 ������������) は, 空間的な外部におけ
るパーソナル的レイヤーに依拠する集合的レイ

ヤーでの地域イメージが地域社会において集団

的レイヤーで新たな地域認識を形成する可能性

が指摘されている｡ また, 喪失の経験の共有に

よる共同性の形成 (鈴木 ������������) は,
パーソナル的レイヤーにおける非日常の経験を

集合的レイヤーにおいて共有することでの社会

的意識の形成の可能性を論じたものといえる｡

ここに共通するのは, 現代社会において日常

生活において規定されなくなった地域意識や社

会に関する意識を新たな非日常性に立脚するこ

とで再規定する可能性をめぐる問題である｡ し

かし, 現代的システムに依拠する非日常が固有

の社会的文脈を欠くならば, 汎用的な価値空間

において絶えず他の ｢地域社会｣ に対する差異

化の運動を強いられることになる｡ また, 非日

常は日常生活と相互に依拠することで成立する

ものと考えられるならば, 地域社会の日常生活

においてなんらかの意識形成の可能性を検討す

る必要があるといえる｡

現代社会の視点から地域社会と地域情報化に

ついて検討してきたが, それは情報通信の利用

によってこれまでに見てきた現代的な状況にお

いて地域を範域とした日常生活における生活者

相互の諸関係のあり方と関わる課題であるとい

える｡ 本論文が対象とする地方における地域情

現代社会における社会空間の変容と地域情報化の社会的位相に関する試論

―��―



報化に焦点を合わせると, 地域社会において維

持されている協同的な社会関係��に注目するこ
とができ, そこに社会的文脈として準拠する情

報化を模索することができると考えられる｡ そ

れによってそのような地域社会内部の諸関係も

現代的な文脈で再生産される契機を得ることに

なる｡ また, 地域認識という観点からも日常生

活における社会的文脈として協同的な関係を可

視化することで, 他との差異化の必要がない並

立的な形で協同の場としての生活圏の認識が可

能になると考えられる｡

このような過程は地域社会を ｢情報化｣ する

のではなく､ 情報を ｢地域化｣ する過程とみる

ことができる｡ 大分県の事例では地域社会の選

択による多様な情報化のあり方の一端を見てき

たが, 地域情報化における社会的位相という視

点からは地域社会におけるこの協同的な社会関

係と結びつくことで, それぞれの地域社会にお

いてより有効な情報化のあり方を構想すること

ができると考えられる｡ 地域情報化の社会的位

相において地域社会は ｢予め失われた｣ 存在で

はなく, 社会の内に基盤たり得る諸関係や活動

を見いだすことで情報通信サービスをより有効

に活用することができるのではないだろうか｡����
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